
第４回資金管理業務諮問委員会 議事概要 
 
１．日時：２００４年６月２１日（月）１０時～１２時５０分 
２．場所：財団法人自動車リサイクル促進センター 第１・第２会議室 
３．出席者：永田委員長、酒井委員、辰巳委員、細田委員、松田委員、 

米澤委員、渡辺委員 
４．議題：①資金管理業務の概要について 
     ②資金管理料金について 

③平成１５年度事業報告書案、平成１５年度資金管理料金特別

会計収支予算書補正案及び決算報告書案について 
④平成１６年度資金管理料金特別会計収支予算書補正案につ

いて 
⑤離島対策等検討会について 

５．議事概要 
※ 本議事概要では委員の主な意見、決定事項を中心にまとめており、

資料に関連する質疑については後日、議事録を公表いたします。 
 
（１）議題①について 
「資金管理法人の機能関連図と資金の流れ」「資金管理業務を中心

とした業務委託先等の一覧」「資金管理法人の機能関連図と資金の流

れに関する詳細説明」「「資金管理料金」に係わる主な調達（入札）結

果について」「継続検査時等のリサイクル料金の預託に必要となる実

務を委託する運輸支局等近傍の団体の選定結果について」に関して、

資料３－１～資料３－５を使用して事務局から説明。各委員から了解

された。 
 
＜意見＞ （注）○は委員、●は事務局 
○ユーザー車検を行う個人の自動車所有者に対しても、運輸支局等近傍

の団体でリサイクル料金を預託可能である旨の広報も検討すべきで

ある。 
○資料３－１の資金の流れ図に、自動車製造業者・輸入業者だけでなく、

解体業者等の関連事業者も表示した方がよいのではないか。 
●資料３－１は、資金管理法人の機能関連図と資金の流れであり、解体

業者等の関連事業者とは直接的な資金の授受がないので表示してい

ない。今後は適宜、自動車リサイクル法に係わる関係者の全体図を作

成し、併せて提示することで対応する。 



 
（２）議題②について 
「資金管理料金の設定の考え方について（案）」「資金管理料金の水 
準（案）」に関して、資料４－１～資料４－２（含む添付資料）を使

用して事務局から説明。また、参考として「情報管理業務を中心とし

た業務委託先等の一覧」「情報管理料金の設定の考え方について（案）」

に関して、資料４－３～資料４－４（含む添付資料）を使用して事務

局から説明。各委員から了解された。 
   
＜意見＞ 
○１１年間合計のコストを積み上げて資金管理料金を算定しているが、

預託台数前提等が狂えば収支が均衡しなくなるので、その時点で再計

算が必要になり、資金管理料金の改定も将来有り得ることに留意が必

要である。 
○将来の預託台数等の推定データは、種々の数値の算定根拠に使用され

ている。こうしたデータは整理し、いつでも参照できるようにすると

ともに、改訂する場合には、理由を付して報告してほしい。 
 
（３）議題③について 
「平成１５年度資金管理業務に関する事業報告書（案）」「平成１５

年度資金管理料金特別会計収支予算書補正案」「平成１５年度資金管

理料金特別会計収支予算書補正案の説明書」「平成１５年度資金管理

料金特別会計の決算報告書（案）」「平成１５年度資金管理料金特別会

計の決算報告書（案）に関する補足説明」に関して、資料５－１～資

料５－５を使用して事務局から説明。各委員から了解された。 
  
＜意見＞ 
○公益法人会計上、決算額が予算額を超えることは有り得ないので、補

正を行うよう、指導した。 
●今後は適正な時期に補正予算を審議いただくよう、対応する。 

 
（４）議題④について 
「平成１６年度資金管理料金特別会計収支予算書補正案」「平成１

６年度資金管理料金特別会計収支予算書補正案の説明書」「平成１６

年度（社）日本自動車工業会及び日本自動車輸入組合からの収入と資

金管理料金の充当分」に関して、資料６－１～資料６－３（含む添付



資料）を使用して事務局から説明。また、参考として「平成１６年度

情報管理特別会計収支予算書補正案」「平成１６年度（社）日本自動

車工業会及び日本自動車輸入組合からの収入と情報管理料金の充当

分」に関して、資料６－４～資料６－５を使用して事務局から説明。 
  平成１６年度資金管理料金特別会計収支予算書補正案の事業収入

科目の最初に資金管理料金収入を記載することで了解された。 
 
＜意見＞ 
○ 収支予算書補正案の事業収入の部では、資金管理料金収入を科目の

最初に記載すべきである。 
 
（５）議題⑤について 
   「自動車リサイクル法における離島対策について（案）」「離島対策

支援事業要綱（案）」「自動車リサイクル法における不法投棄等対策の

基本的考え方（案）」に関して、資料７－１～資料７－３を使用して

事務局から説明。 
   離島対策支援事業要綱（案）について、関係自治体と循環型社会を

共に形成するといった視点から、文章表現を見直すことで了解された。 
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